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おわりに

はじめに

1991年8月にソ連で起こった保守派によるクーデターは，ロシア共和国のエ

リツイン大統領などの活躍によって，文字どおり「三日天下」で終わってしま

った。そして，保守派は一掃されることとなった。

との保守派の動きは，ゴノレパチョフ大統領の「市場経済化」に対する反動で

あった。 1985年，ゴノレパチョフ大統領（当時，党書記長〉がソ連のトップに立

っと，ソ連国内では「ペレストロイカ」が促進された。そして，その波がまず

経済改革の比較的進んでいたハンガリーとポーランドに押し寄せると，またた

く間に東欧諸国を飲み込んだ。とれが1989年の「東欧改革」と呼ばれるもので

あり，その波をソ連は再び受けることになった。乙の波lζ対する反動が，今回

のクーデターとして現れたのである。しかしその反動も今や完全に抑えられて

しまい，「市場経済化」がさらに加速される乙ととなった。

乙のソ連・東欧における一連の動きの第 1の原因としてあげられるのが，

「経済の行き詰まり」であろう。 1917年のロシア革命以後，第2次世界大戦に
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よる被害にもかかわらず，中央集権的な計画経済への移行によって急速な発震

を遂げてきたソ連は， 1970年代にはいると次第に経済の成長が鈍化してくる。

そのためにさまざまな経済改革が試みられるが，経済は立ち直りを見せず，結

果的に「中央計画経済（以下，本文中では CPE－一一CentrallyPlanned Econ-

omy－と略）」1）を放棄し，「市場経済化」が大きな目標となったのである。

経済成長が比較的！恒調であった1960年F代まではペソ速における CPE体制

下での工業化・経済成長は「CPEの成功例」であると見なされ，たとえばド

ッブほζれの発展途上国の発展戦略への応用を試み3勺インドなどでは実際に

CPE体制での工業化が試みられた。

しかしながら，ソ連経済が行き詰まりを見せ，またインドなど CPE体制に

よる工業イじを試みた国々も次第にうまくいかなくなってきた。現在では， CPE

表 1 ソ連の経済発展

1913 1940 1945 1950 

社会的総生産 1 5.1 4.2 8.2 

生産国民所得 1 5.3 4.4 8.8 

生産固定フォンド 1 2.6 2.3 3.3 

鉱工業生産 1 7.7 7.1 13 

うち，生産財（A) 13 15 27 

消費財（B) 4.6 2.7 5.7 

農業総生産 1 1.4 0.9 1.4 

輸 送 1 3.9 3.0 5.7 

雇傭者数 1 2.6 2.2 3.1 

社会的労働生産性 4.9 5.0 8.4 

人 口 1 1.2* 1.14* 

（注）本 次年度の数字

（資料） Hapo.nHoe Xo3at'lcTBo 3a 60λeT [30] 
（出所〉岡本三郎，仲弘〔12]p. 31 

1965 

29 

32 

13 

61 

142 

20 

2.5 

22 

6.0 

26 

1.必

1970 1975 1976 

41 56 59 

46 61 回

19 29 32 

92 131 137 

214 311 328 

30 42 43 

3.1 3.2 3.3 

30 41 43 

7.0 7.9 8.1 

36 45 47 

1.51 1.59 1.62 

体制は完全にその有効性を失ったと言えるだろう。しかし，ここで lつの疑問

が浮かび上がってくる。それは，「うまくいかないことが明らかになった CPE

体制のもとで，ソ連はなぜ1960年代までなぜ高い経済成長率を達成することが

できたのか」というととである。

そこで本稿では，乙の一見ノfラドックスに見えるような関係に4）＇「帽子状の
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関係（hat-shaperelationship）」という概念を用いて 1つの解答を与えている

スタニスラフ・ゴムノレカを取り上げる。彼は社会主義経済専門の研究者ではな

く，彼の研究テーマは「技術変化と経済成長の関係Jである。しかし，ポーラ

ンド出身めであるということから， CPE体制やソ連にも関心を持ち，彼本来

の研究テーマである「技術変化と経済成長の関係」を利用して，ソ連経済の成

長および停滞の原因を分析している。

本稿の構成は，まず 1節ではゴムノレカの分析の 1つの大きな柱である「帽子

状の関係」を見る。ついで 2節では，もう 1つの大きな柱である「CPE体制

下でのイノベーション」について見る。また 3節では，乙の 2つのととをソ連

経済に当てはめ，ゴムルカがソ連経済の成長および停滞の原因をどう捉えてい

るかを見る。そして最後に，とのゴムノレカの分析の位置づけを行うと同時に，

との分析に沿って現在のソ連の経済改革についても考える。

注

1) ソ連の経済制度については，本来の「社会主義Jと区別するため，「前期的社会主

義」〈平泉公雄〔5〕など〉，「行政指令型制度JCプラギンスキー， s.，シュヴィドラ

ー， V.〔2〕），「行政的システム（a,ll;MHHHCTpaTHBHaHCHCTeMa）」（illMeJieB,H. n 

OITOB, B.〔31〕〉などさまざまな名称がある。本稿では，ここで取り上げるゴムノレカに

ならって「中央計画経済（CentrallyPlanned Economy）」という名称を用いる。なお，

ゴムノレカはこれ以外に「中央管理経済（CME一一CentrallyManaged Economy）」

という名称も用いている。（Gomulka,S.〔24〕・（27〕〉

2) ただし，最近のソ連における研究では，公式統計ほどの経済成長をしていないとい

う結果もでているoillMeJieB, H. norroa, B.〔31〕を参照。

3) ドッブ， M.(3〕， Dobb,M.〔20〕。

4) との問題に関しては， ロストウが「離陸（take-off）」理論を使って 1つの解答を

与えている。（Rostow,W.W.〔29〕〉

5) コoムノレカについて，詳しくは Gomulka,S.〔24〕邦訳書の訳者あとがきを参照。

1. 後進国のキャッチアップ過程

一一帽子状の関係（hat-shaperelationship）」について一一

経済成長論にとって 1つの大きな論争点である「国ごとの経済成長の差異は
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何に起因するのか」について，ゴムノレカは次のように述べる。

『成長理論は，主要な要素投入物である労働と資本の量的変化の役割を強調

した。しかし，最近30年間以上にわたる膨大な実証研究は，それらの（結

び付いた〉要素投入物の生産性の変化の割合における相違によるものであ

る，という乙とを必ずしも示していない。 （中間投入物と同様〉資本投入

物は，それ自身生産プロセスの産出物であるので，生産できない（non-

pr・oductable），あるいは本源的芯投入物の生産性の変化，とりわけ労働の

生産性の変化がきわめて重要であるように思われる。とのことは，われわ

れを，純粋な経済要素が支配的でないかもしれない，したがって決まりき

った経済分析の有効性が限られ，むしろ複雑なメカニズムが働く技術的・

組織的イノベーションの分野へと向かわせる。』1)

とれからわかるように，「国ごとの経済成長の差異は，資本や労働の量という

投入要素ではなく，イノベーションに起因する」というのがコやムルカの主張の

前提である。

そしてこのととを踏まえた上で，ゴムノレカは，後進国A国と先進国B国しか

ない 2国モデルをっくり， A国の経済モデソレを次のように設定する2）。

Y=F(K, TN) (1) 

T=H(E, T) + U(W) (2) 

E=D(M, TR, L)+Q(G, T) 

G=T*-T 

N +R=L0 exp n t 

w.，.トM十K=Y-C

T*=Ti exp j* t 

乙乙で，

Y：産出量

K：生産部門の資本

TN：生産部門の“effective”な労働

T：技術レベノレ

E：研究レベル

間

川

附

応

出

7
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W ：輸出量

M ：研究部門の資本

TR：研究部門の“effective”な労働

L：総労働量

G：技術ギャップ

T＊：先進国B国の技術レペノレ

C：消費

j*: B国の技術革新率

n：人口増加率

F：生産部門の生産関数

H：技術部門の生産関数

D：国内の研究開発

-191ー

U(W): WをB国に輸出する乙とでB国から獲得されたイノベーション

Q：“FG-diffusion，，のレベノレ

とする。

乙のモデjレから，産出量Yの増加率（これが経済成長率とほぼ等しいと見な

される）は，等式（1）により生産部門の資本Kと生産部門の“effective”な労働

TR によって決定されるととになる。しかしながら，資本の増加率Kは，等式

(6）よりそれ自体が産出量Yによって決められるo また，投入される労働量は，

のちに述べるように，経済発展の段階によって決定される。以上のようなこと

から，産出量Yの増加率は， A国の技術レベルTの上昇率 j（のによって決定

されるO

そうなると次に問題となるのは，との jCt）が何によって決定されるかとい

うととであるo 乙れについてゴムルカは，次の 4つの独立した要因によって決

定されるとするお，ヘ

1) 国内の要因。国内の技術部門による R&D

乙れは言うまでもなく， A国の技術部門によって独自になされる R & 

D である。
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2）“learning by doing" 

乙れは「アローの過程（Arrow’sprocess)Jと呼ばれるものであり，ゴ

ムJレカによると『生産部門で蓄積される経験によって生じる技術進歩』

で，『コストのかかわらない技術進歩』であると定義されている。

具体的な例としては， OJT(On the Job Trainning）や QC(Quality 

Control）‘活動による技術進歩などがあげられるだろう。

2) B国からの知識やイノベーションの移転

3) FG-diffusion (diffusion forced by technological gap) 

乙れは，科学情報・技術情報の交換によるA国への技術の波及による技

術進歩である。これはその名称、からもわかるように， A国と B国との相

対的な技術ギャップによる決定されるものであるo

具体的な例としては，最近 NHKスペシャ Jレで取り上げられた日本に

おける半導体の開発5）があげられるだろう。

4) FI-diffusion (diffusion forced by import) 

これは，その名称からもわかるように，商品などを輸入するととによっ

てもたらされる技術の波及による技術進歩である。ただし，等式（2）から

もわかるように，との FI-diff1:1-sionは輸出量によって決定されると仮

定しているヘ

以上の 4つの要因によって技術レベソレの上昇率 jくのが決定されるとゴムル

カは主張する。しかし 1)国内の技術部門における R&Dは，技術部門に

投入される資本M と技術部門の“effective”な労働 TRによって決定され

る。これは，産出量Yの生産関数について先ほど見たのと同じように，究極的

には jCt）によって決定される。

また， 4) FI-diffusionは，先ほど述べたように輸出量によって決定される

ために，等式（6）より， やはり同じように産出量Yの増加率によって決定され

る。そして， 3) FG-diffusionは等式（3）より，技術ギャップGと技術レベノレ

T によって決定されるo

以上から，究極的には， A国の経済成長率は， A国の技術レベルTと相対的

な技術ギャップ T*-T/Tによって決定されることになる。
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そとでゴムノレカは，技術レベソレの上昇の経路を，経済発展の段階と併せて，

次の 5つの段階に分類しているヘ

1) 第 1段階：低い率でバランスのとれた成長8)

との段階では，技術レベルTおよび技術部門は「未熟な（embryonic）」

状態にある。そのために産出量Yの増加率は低く，したがって技術部門に

おける資本Mの増加率も低くなるo また，発展段階が低いために人口増

加率も低い状態にあるので，生産部門及び技術部門の労働の増加率も低

以上のようなととから，国内の技術部門の拡大はほとんど無理な状況に

あるo そ乙で，技術レベノレTを引き上げるためには， B国からの技術の獲

得，すなわち FG-diffusionと FI-diffusionという 2つのチャネルによ

る技術の獲得が考えられる。 しかし， A国は発展段階が低いために， 1) 

開放の程度が低く， 2) A国と B国の技術協力の程度が低い。また，産出

量Yの増加率が低いために， 3）イノベーションの輸入を目的とした輸

出の増加率も低い。以上の 3つの理由から B国から A国への技術の波及

はそれほど起とらないと考えられる。

そうなると，技術レベルTを引き上げるためには，残りの要因，すなわ

ち“learningby doing，，が重要となる。この場合， Tを引き上げるのは生

産部門の雇用者である。しかしながら，乙の“learningby doing，，による

技術レベソレの上昇率 jCt）はそれほど大きくなしそのためこの段階にお

いては B国との相対的な技術格差は広がる ζ とになる。

2) 第2段階：次第に技術レベソレの上昇率 j(t）が大きくなる転換の局面

ζの段階では，第一段階の“learningby doing，，によって知識がストッ

クされているために，ある程度の技術レベソレが達成されているO そのため

に産出量Yの増加率が大きくなり，食糧と医療設備の改善がみられ，総人

口の増加率が加速する。

ととで，“learningby doing，，による労働生産性の上昇率と人口の増加

率には，正のフィードパックが存在するために，なおいっそう人口の増加

率が加速する。そうなると，“learningby doing，，によるイノベーション
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よりも大きなイノベーションの供給が必要になるo

との段階においては，産出量Yが増加しているので， 1)国内の技術部

門が拡大され， 2）輸出量の増加も見られる。また，それと同時に，発展

段階が進み，開放の程度が高くなるので， 3) B国とのコミュニケーショ

ンも拡大する。この 2）とめによって， B国からの技術の波及が次第に大

きくなる。

“learning by doing，，に加えて，とれら 3つの要因（国内の R&D,

FG-diffusion, FI-diffusion）によって，乙の段階では技術レベソレの上昇

率 j(t}が加速されるととになる。

3) 第3段階：半分／てランスのとれた（semi"alanced）高い水準の成長

との段階では，技術部門が成長し，また B国からの技術の波及も順調で

あるので，技術レベルの上昇率 j(t）は高い。そして，それによって産出

量Yの増加率も上昇し，産出量の増加率が技術部門と生産部門で等しく

なる。

ととろがそれに反して，資本と労働の増加率は，技術部門の方が生産部

門よりも大きくなる。また，技術レベルTの上昇により，相対的な技術ギ

ャップ T*-T/Tが縮小するため，技術の波及の程度が次第に低下する。

との 2つの原因により，次第に技術レベソレの上昇率 j(t）が低下してくる 0

4) 第4段階：次第に j(t）が小さくなる転換の局面

との段階では，第 3段階での技術レベルの上昇率 jCt）の低下が引き続

き起乙り，そしてそれにともなって次第に産出量Yの増加率も低下する

乙とになる。

5) 第 5段階：人口増加率にほぼ等しい低い率でバランスのとれた成長

乙の段階になると， A国は世界の技術上の先進地域 (leadingarea）の

一部となり， B国からの技術の波及はほとんど起とらなくなる。そのた

め，国内の技術部門での R&Dが技術レベルTを引き上げる主な手段と

なる。

そうなると，技術部門と生産部門のバランスがとれ，人口の増加率と産

出量Yの増加率と技術レベソレの上昇率 j(t）が等しくなる。
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以上が技術レベソレの上昇率 j(t）と発展段階と経済成長の関係である。「しか

しながら，データはまた，与えられた χ （技術ギャップ T*-T/T一一筆者）

のもとでも gT（技術レベソレの上昇率 j(t）一一筆者〉における差異はなお非常

に著しい乙とを示しているat),10) 

そζで，ゴムノレカは ζの差異を説明するために次のように述べる。

『最先進地域の後方にある地域における技術進歩はまた， たとえば新しい技

術革新の発見や導入における技術者および管理者の誘因や決意（し、わばか

れらの技術革新の精神），技術的変化に対する労働者の反抗の程度，国内

生産者が国内競争および国際競争の圧力に晒される程度などのような非経

済的要因の影響を強く受ける……（後略）』山

αF 

図1 「帽子状の関係（hatshape relationship)J 

G技術革新率

0 G干 GT相対的技術格差

注〉日F：技術的最先進地域における技術革新率
（時間を通して一定と仮定〕

（出所〕 Gomulka,S. [24］邦訳書 p.58 

ζの非経済的要因も含めた上で，発展段階を技術革新率と技術ギャップの関

係で示すと図 1のようにな｛）。との図 lが帽子の形に似ているととから，ゴム

Jレカは ζれを「帽子状の関係（hat-shaperelationship）」と呼んでいるのであ

る。 この関係は， 『資本主義諸国にも社会主義諸国にも，民主主義諸国にも独

裁主義諮問にも等しく妥当する』ω のである。

ただしさきに述べたように，非経済的な要因により，との「帽子の高さ」は

国によってまちまちである。また G！はそのような非経済的な要因によってど
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うしても縮まらない相対的な技術格差を示しているo

以上がゴムjレカのいう「帽子状の関係Jである。乙れは，後進国の先進国へ

のキャッチアップの過程と見なすととができょう。

との「帽子状の関係」は，ロストウのいわゆる「離陸（take-off）」の理論13)

にみられるような単線的な経済発展のバターンではなく，複線的な成長パター

ンを示している。それは，後進国が先進国から FG-diffusion・ FI-diffusion 

という 2つのチャネノレによって技術の波及を受けるととで，いわゆる「後発性

利益」を享受するととが可能で，それによって先進国の技術革新率を超えた技

術革新率を達成できるからであるo とのことから金氏は，ゴムノレカの「帽子状

の関係」をガーシェンクロンの「後発性利益論」のモデル化として位置づけて

いる14)0 

しかしながら，ゴムノレカとガーシェンクロンには大きな違いがあると思われ

る。そのもっとも大きなものとして挙げられるのは，「後発性利益」に対する

考え方の違いであろう印。ガーシェンクロンの場合の「後発性利益」とは，

1）機械設備の輸入による技術輸入の利益， 2）外資導入による資本輸入の利

益，の 2つであろうω。それに対してゴムルカの「後発性利益」の場合には，

技術革新を経済成長の基礎としているために， 1）資本輸入の側面がないと

と， 2）技術輸入のチャネjレとして FG-di£fusionも想定しているとと，がガ

ーシェンクロンと比較した場合の大きな特徴であろう。

もう 1つの違いとして，国内における経済構造の変化が挙げられる。ガーシ

ェンクロンの場合には，「インダストリアリズムの波及」というととを考え，

おもに国内における構造変化を問題としているo それに対して，ゴムノレカのモ

デノレにおいては，経済構造の変化はまったく表されていない。しかしながら，

乙れは経済モデ、ルの性格上そうなったものだと思われる17)0 

以上，ゴムルカの「帽子状の関係」について述べてきたが，乙れが彼のソ連

経済の成長についての議論における第 1の大きな柱であるo

注

1) Gomulka, S.〔23〕， p.166. 

2) Gomulka, S.〔22〕， p.12. 
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3) ibid., pp. 11～12. 

4) 金氏はこの 4つの要因を次のように整理している。（金泳錆〔7〕， pp.151～152). 

α＝呂 eidi

α：後発国の技術変化

ei：総技術蓄積に対する i要素の寄与度シェア

d1：資本と労働の技術セクターへの転用

d2：労働者の日常的 learningby doing 

d3：ライセンスや特許の導入による技術拡散

d4：科学技術情報の自由交換からの自然的拡散

ds：技術が体化された資本財や中間財の輸入による技術拡散

5） 相田洋〔1〕。

6) 乙の FI-diffusionに技術輸入が含まれるかどうかについて，ゴムルカは明らかに

していない。

7) Gomulka, S.〔22〕， pp.49～54. 

の ことでいう「バランスのとれたくbalanced）」成長とは，生産部門と技術部門の産

出量の増加率が同じであることを示す。 （ibid.,p. 50) 

9) Gomulka, S.〔24〕，邦訳書， p.13. 

10) 乙こでは，後進地域の技術変化率を gT＝ηgT,h+(1－η）gT,d, O＜η＜1と表してい

る。

乙こで，

gT,h：国内でもたらされる新技術による技術変化率

gT,d：外国からの技術の伝播による技術変化率

とし，また相対的な技術格差を χとしているo

(ibid.，邦訳書， pp.12～13) 

11) ibid.，邦訳書， p.13. 

12) ibiム邦訳書， p.14. 

13) Rostow, W. W.〔29〕．

14) 金泳錆（7〕， pp.152～153. 

ただし，現代の開発途上国には，先進国に対する従属の側面が存在するとして，金氏

は次のような修正モデルを提示しているo

α＝ ~eidi+e 

d6：教育投資

d1：技術模倣，技術略奪，知的所有権の無断使用

ds：技術ギャップ

ぬ：技術移転に伴う付随的制約条件

d10：非公式技術利用の禁止と特許従属



-198ー 経済論究第 81 号

du：技術ダンピングと「根抜き」技術移転

e：社会的・文化的環境など

15) ただし，ゴムノレカ自身は「後発性利益（advantageof backwardness)Jという言

葉は使用していない。

16) Gerschenkron, A.〔21〕．

17) これは，この「帽子状の関係」のソ連経済への適用についてののちの議論で明らか

にされる。

2. 中央計画経済体制下のイノベーション

前節では，ゴムノレカの主張の第lの大きな柱である「帽子状の関係」を取り

上げた D 次に本節では，第 2の大きな柱である「CPE体制下のイノベーショ

ン」を取り上げる。しかし，その乙とについて述べる前に，市場構造とイノベ

ーションの関係について，ゴムJレカがどう考えているかを見る乙とにする。な

ぜならば，とれが CPE体制下のイノベーションについて議論する際の前提と

なるからである。

彼はまず，市場構造とイノベーションについて，シュンペーターおよび新古

典派の理論を次のように整理する1）。

彼らの議論の中心にあるのは，「販売者の集中が R&D とイノベーション

を促進する」というととである。この議論に従うと，大規模な独占企業の方が，

多くの競争的な（competitive）中小企業よりも，イノベーションに向いている

ということになる。その理由として，まず第uこ大企業のほうがイノベーショ

ンに対する大きな需要を持っていることが挙げられる。なぜならば，企業規模

が大きいということから，あらゆるイノベーションから利益を受けることがで

きるからである。また第 2の理由として，大企業のほうがイノベーションのよ

り大きな供給を生み出す乙とが挙げられる。それは，次にあげるような独占レ

ベソレでのみ達成で、きる優位性があるからであるO

① より大規模な R&Dスタッフのほうが効率的に事業活動（operate)

できる。

② ある一定の R&Dスタッフでは，大企業の方が効率的に事業活動でき
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る。

③ ある一定の支出のもとでは，大企業の方が多くの R&D投入財を購入

するととができる。

以上のようなことから，大規模な独占企業のほうがイノベーションに向いてい

るという結論が導き出される。そしてこれは，次にあげる 3つの重要なインプ

リケーションを持つ。

1) 研究強度（researchintensity）と発明力（inventiveness）は企業の規

模と正の関係、にある。

2) 産業の市場構造は，現在と過去のイノベーションに影響される。

3) 競争（rivalry）・「創造的破壊（creativedestruction）」によって，産業

はそれほど競争的でない市場構造を持つことになり，最終的には 1つの企

業によって支配されるととになるo

以上がゴムノレカの整理した新古典派の議論であるが，彼はこれについて次の

ように述べている。

『乙のような議論に含まれた興味深い意味はーーとれはダスグプタ＝スティ

グリッツモデJレによっても確認されているが一一，技術革新率は社会的に

管理された競争なき経済において最高となるであろう， ということであ

るoJ2>

乙れに対して，ゴムJレカは次のような疑問を投げかける3）。

1) 乙の議論が正しいとすれば，なぜ小規模の企業が存在する産業部門が消

滅しないのか。

2) また，なぜソ連・東欧の産業は西側の競争的な産業よりも革新的（inno-

vative）でないのか。

そして，新古典派の議論を次のように批判する。

『（前略）……シュンペータ一流の理論は，競争経済では企業の技術革新に対

する誘因は思いがけない利潤の獲得よりもむしろとりわけ生き残りであ

る， という肝心な点を見逃してしまうほどまで拡大解釈されてはならな

い。』（傍点はゴムノレカ）4)

しかし，『急速な技術革新は明らかに非完全競争と両立し得ない』5）という新古
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典派の主張は認める。そしてこれらより，市場構造とイノベーションについて

次のように結論づける。

『以上より，最高の技術革新率を保持するためには，競争の程度が高くもな

く，低くもなく，中位になければならないというととになる。』6)

それでは，との「市場構造とイノベーションの関係」についてのゴムルカの

主張を念頭に入れたうえで， CPE体制下でのイノベーションについて見てみ

ようの。

ゴムJレカはまず， CPEの企業を「限られた財務上・経営上の責任しか持た

ない，究極的には経済全体の子会社j8）であると定義するO そしてその上で，

CPEの企業が持つ特徴としてゴムルカは次の 3つをあげるo

1) 競争がない乙と

2) 「ソフトな予算制約（softbudget costraint）」9）を受けていること

3) 資源制約（resouceconstraint）の方が需要制約（demandconstraint) 

よりも強く働く乙と

とのうちで 1）とわから， CPEの企業は「生き残る」という乙とを考える

必要がないことになる。とすると，前述の「市場構造とイノベーションの関係」

について見たように， CPEの企業はイノベーションに対するインセンティブ

を持たないととになる。まためについて言うと，資源制約の方が強く働くこ

とから，産出量・価格ともそれほど大きな変化はない乙とになる10＼そのた

め，企業は低い産出目標 (lowoutput target) と高い投入割当（highinput 

allocation）を追求し，結果としてイノベーションに対するインセンティブを

持たないととになる。

しかしながら，現実には CPE内部でもイノベーションは生じている。そこ

で，上で見たような乙とを考慮した上で，ゴムjレカは CPE体制下のイノベー

ション過程の特徴として次の 5つをあげている。

1) 主要なイノベーションドライブは中央からもたらされる。それは，イノ

ベーションは新規プラントなどの投資と結びついているため，企業レベル

ではその決定ができないからである印。

2) 企業レペノレで生じるイノベーションを実行するために，企業が利用でき
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る意思決定の自由さと資源は非常に限られている。

3) 革新的な企業（innovativefirm）は供給の困難さを克服する必要性に動

機づけられている。そのため，企業のイノベーション戦略は守勢的（de-

fensive）なものになる。

4) 「ソフトな予算制約」を受けているため，生き残るためのイノベーショ

ンをする必要がない。そのため，企業自身ほとんどイノベーションを行わ

ない。

5) 企業は，規模の点で大きく，また質を捨てて量を選択する傾向にあるO

これは，どんなに規模を拡大しようとも，大きな危険資本が存在しないか

らである。

6) 国内での発明からイノベーションまでのタイムラグが大きい。そのた

め，発明の普及が遅れるととになる。

乙れまで見てきたゴムjレカの主張をまとめると次のようになろう。 CPEと

いう体制のもとでは，本質的には企業はイノベーションに対するインセンティ

プを持っていない。その理由を端的に述べると， CPEの企業が「生き残り」

を考慮する必要がないからである。

しかしながら， CPEにもイノベーションは存在する。 しかしとれも，企業

側の積極的なイノベーションというわけではなく，中央で決定されたものであ

るか，あるいは資源制約によるものであり，しばしば守勢的なものになるo ま

たそのため，発見が普及するまでの期間も非常に長くなり，マクロ的にみると

1国の技術レベ、Jレはそれほど上昇しないととになる。以上から， CPEはきわ

めて「非効率的な」経済体制であるといえよう。

とのようなととから，社会主義12) とイノベーションの関係について，ゴム

ノレカは次の 3つの命題をあげている。

第1命題急速な技術革新は，理想化された（マルクスの〉社会主義とは

両立しがたい。そのような技術革新は，少数者のために絶えず多くの新製品

を供給するととによって高度の不平等と競争を保持するのみならず，それは

誘因としても高度の不平等と競争を必要とする13）。

第2命題技術の余地が（ある経済において，また世界全体において〉い
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ぜんとして大きし同時に物的欲求の充足がほとんどの人々によって〈非常

tc）不十分だと感じられている限り，技術革新促進的な経済活動の組織形態

が，そのような形態がもたらす〈所得および地位の〉不平等と競争圧力にも

かかわらず，引続き必要とされるであろうゆ。

第 3命題物的欲求は事実上永久に無際限のまま留まるようであるから，

第 1および第2の命題より，いやしくも理想化された社会主義が出現するた

めには，それだけでは十分でないにしても，過去2世紀の技術革新および成

長の爆発がその経路を走り続けていくことが必要であるということが結果す

る15)0 

注

1) Gomulka, S. (27〕， pp.48～50. 

2) Gomulka, S. (24〕，邦訳書， p.61. 

3) Gomulka, S.〔27〕， p.49. 

4) Gomulka, S.〔24〕，邦訳書， p.61. 

5) ibid.，邦訳書， p.61. 

6) ibid吋邦訳書， p.62. 

7) Gomulka, S.〔27〕， pp.94～111. 

8) ibid., p. 99. 

9) 「ソフトな予算制約」については，コノレナイ， J.(8〕・〔9〕を参照。

10) もっとも，資源制約が強く働くことのほかに，外国からの輸入を制限していること

も作用している。（Gomulka,S.〔27〕）

11) ただし，この決定も費用一便益分析以外のものに基つ’いてなされる。 （ib仏〉

12) 乙こでゴムノレカは，一般的な，理想化された姿を示すものとして「社会主義」とい

う言葉を使っていると思われるので， CPEとは表現しなかった。

13) Gomulka, S.〔24〕，邦訳書， p.60.ただし，下の2つも含めて，傍点は省略した。

14) ibid.，邦訳書， p.61. 

15) ibid.，邦訳書， p.61. 

3. 「帽子状の関係（hat-shaperelationship) Jの

ソ連経済への適用

前節では， CPE体制下でのイノベーションについてゴムノレカがどのように
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考えているのかを見た。そして，ゴムルカの出した結論は，「CPEはイノベー

ションを促進するような経済体制ではない」ということであった。イノベーシ

ョンが促進されないわけであるから，当然のこととして技術レベルはそれほど

上昇しないはずである。技術レベソレが上昇しないということは， 1節でみたゴ

ムJレカのモデノレに従えば，それほど大きな経済成長は起こらないはずである。

しかしながら実際には，冒頭で見たように，ソ連経済は1917年のロシア革命

以降1960年代までは順調な経済成長を達成してきたのであるO 乙のパラドック

スに見える関係をどのように見ればいいのだろうか。

これを説明するものとして，ゴムノレカは 1節で説明した「帽子状の関係」を

ソ連経済に適用するのである。

『乙の（ソ連の一一筆者〉戦略は，高度の資源配分上の非効率や既存企業に

おける技術革新に対する抵抗にもかかわらず，これまで大きな成功を収め

てきた。というのは，技術革新率はソビエト経済が1928年に帽子状曲線1)

の高い部分から出発したことから恩恵をこうむったからである。』2)

つまり，ソ連経済は，中央集権的な CPE体制になった1928年の時点で， 1 

節でみたモデノレにおける発展段階の第 2段階から第 3段階に位置していた，と

ゴムノレカは主張している。乙の段階では， 1節でみたように，国内での R&D

活動に加えて，国外からの技術の波及によって，技術レベソレ jCt）を上昇させ

ることができる。そのために， CPEにおけるイノベーションに対するインセ

ンティブの弱さにもかかわらずソ連経済が成長してきた，というのがゴムノレカ

の主張である。

しかしとこで注意しなければならないのは，ソ連の成長戦略である。周知の

ように， ソ連と西側先進国との貿易量はそれほど多くない。 とのことから，

「本当に国外からの技術の波及が起こるのか」という疑問が生じてくるo これ

に対してゴムノレカは次のように述べているo

『ソビエトの成長戦略の一つの側面は，外国貿易を西側技術の移転の道具と

して利用するのを制限したことにあった。……（中略〉……西側技術の模

倣または吸収，あるいは世界共有の科学に基づいた独自の技術の発明とい

う任務が与えられたのは，ほとんどソビエトの R&D部門であった。』3)
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つまり，技術の波及のうちでも FG-diffusionによるものが大きい，とゴム

ルカは見ているのである。そして，乙の FG-diffusionによってもたらされた

技術を国内の R&D部門で消化する乙とで， 国内の技術レベルを上昇させ

る，というのがソ連の成長戦略であった。そのため，国内の R&D部門およ

び教育部門に重点をおき，急速に拡大する必要があったのである。

以上，これまで見てきたソ連の成長戦略をまとめて，コoムノレカは次のように

述べている。

『ソビエトの計画者の成長戦略は，二つの主要な成長余力 (growth re-

searve），つまり未雇用の国内労働と未利用の世界最高の技術を迅速に活

用するととであった。との戦略はソビエトに特有のものではない一一事

実， それは産業化しつつあるすべての発展途上諸国に共通している一ー

が，しかしその実施はソビエト体制に固有の形跡を持っているO 特に，乙

の体制は過去において資本蓄積率や労働参加率のみならず，教育部門及び

R&D部門の拡張率をも急速に引き上げるための用具であった。 このよ

うな戦略は，ソビエト経済をかなり非効率的にしたり，技術革新抵抗的に

したりしている体質的特質にもかかわらず，近年に至るまで大きな成功を

収めてきたoJ4)

しかしながら，ソ連の経済発展が進み，発展段階の第4段階から第 5段階に

なると，国外からの FG-diffusionがそれほど大きな役割を果たさなくなる。

『（前略）……資源配分の非効率および技術革新に対する抵抗をより大きな通

常投入および技術革新投入によって補うというソビエトの方法は，高い技

術革新率の維持の方法としては， ζれらの投入の初期の貯蓄が使い果たさ

れ，その結果として産出および、投資の成長率が実質的に低下するようにな

ると，実行不可能となる。』5)

そしてその結果として， 1節のモデJレでみたように，園内での技術レベソレを

上昇させる方法は，国内の技術開発部門の R&D活動が中心となる。しかし

ながら乙の段階では，ゴムjレカのモデルによってすでに確認したように，とれ

までほどの技術レベソレの上昇は見込めなくなり，その結果経済成長率も次第に

鈍化することになるo
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とのモデノレで説明されていることは，すでに述べたように資本主義国でも起

こる。 しかしソ連の場合には， とれに加えて 2節で見た「CPE体制はイノベ

ーションを促進しないJというととが作用する。従って，ソ連の技術レベJレの

上昇率は西側先進国よりも低くなり，結果的に経済成長率も低くなってくる。

との体制的な要因が，先ほど図 1でみた Gfで表されているのである。

以上，ゴムノレカがソ連経済の成長の原因をどのように考えているかを見てき

た。乙れに対し，ブ、jレスはまず，アマン＝クーパー＝デービスを中心とする研

究チームの実証分析の次のような結論を取り上げるヘ

『われわれが分析した技術の大部分では，過去15～20年間に， プロトタイプ

ー商業化（commercialapplication）の段階でも，先端技術の波及におい

ても，ソ連と西側の聞の技術ギャッフ。が実質的に縮まっている乙とを示す

証拠はない。』7)

そしてとれを根拠として， プルスは， 『技術的最先進地域上にある経済とそれ

に到達していない経済との聞の格差は，技術的により立ち遅れた経済の成長に

決定的な影響を及ぼすというゴムノレカの主張をほとんど裏付けていないoJS)

と，ゴムノレカを批判している。

との批判の背景には，プノレスが経済成長を促進する要因を「生産手段の社会

化」と考えているととがある。そして，ソ連が経済成長しないととを「社会主

義」という経済体制ではなしその「民主化」の程度の低さに求めているので

あるの。

しかし，とのブノレスの批判には 1つの重要な点が欠落しているように思われ

る。それは，「帽子状の関係」の存在である。 1節でみたように，第4段階か

ら第 5段階になると技術レベソレの上昇率が低下し，その結果経済成長率も低下

するo とれは，経済体制に関わりなく起とるものである10)0 

本来だと，との段階に達すると技術上の先進地域 (leadingarea）の一部に

なっているはずである D しかしソ連の場合には， CPE体制という要因が働く

ため，先進地域まで到達せず，その結果として G！という技術ギャップが残

る。この Gfは技術レベソレを上昇させるような働きを持っていない。したがっ

て，プルスが取り上げたアマンなどの研究チームの実証分析の結果と，ゴムノレ
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カの主張は相反するものではない，と筆者は考える。

また，ゴムJレカの邦訳書11）についての書評12）において，丹羽氏はゴムJレカ

iζ対して次のような批判を行っている。

『（前略）……いまソ連経済について間われねばならないところのいっそう根

元的な問題は，ソ連経済においては，なぜ，乙の「帽子状曲線Jを，西側

先進諸国との技術格差を消失させる（あるいはそれを追い抜く〕にたるだ

け左方シフトさせるととができないでいるのか，というととであるはずで

ある。……（中略）……本書の著者ゴムJレカの諸分析における方法論的な

lつの欠点は，とのような「真に動態的な」分析に踏み込むことを差し控

えてしまっているという点である。』ω

しかし本当にゴムJレカは「真に動態的な」分析をしていないのだろうか。

繰り返しになるが，ここでもう 1度ゴムルカの主張を見てみよう。ゴムルカ

は，ソ連経済の成長の原因を「西側先進国との技術ギャップ」に求め，停滞の

原因を「1）技術ギャッフ。の縮小と， 2）ソ連におけるイノベーション活動J

に求めている。そして， とれを説明するための大きな柱として， 1）「帽子状

の関係」と， 2）「CPE体制はイノベーションを促進しない」という ζ とを主

張している。

ζのように見た場合， ソ連が西側先進国lと追いつかないのは， CPE体制と

いう要因による Gfに求められる。そうすると，ゴムノレカが「真に動態的な」

分析をしていないのではなく，ソ連経済が「真に動態的」ではないという ζ と

になるのではないだろうか

ζれまでのゴムルカの主張を図にまとめてみた。 ζのゴムJレカの主張はソ連

国 2 ゴムルカによるソ速の経済成長パターン

｜ソ連の後進性トー｜技術ギャツプの存在｜

↓ ↑ 1ソ連経済の成長

I CPE体制の非効率性｜

｜ソ連経済の停滞｜ ζ ＋ 

｜技術ギャップの縮小｜
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経済の成長と停滞を説明するのに十分有効であると思われる14）。

注

1) ゴムノレカは， 「帽子状の関係（hat-shaperelationship）」を「帽子状曲線（hat-

shaped curve）」とも表現している。

2) Gomulka, S.〔24〕，邦訳書， p.59. 

3) ibid., p. 59. 

4) ibid., p. 64. 

5) ibid., p. 59. 

6) Brus, W.〔19〕．

7) Amann, R.=Cooper, J.=Davies, R. W.〔17〕， p.66. 

8) Brus, W.〔19〕，邦訳書， p.28. 

9) Brus, W.〔18〕．

10) ただい技術レベノレの上昇率の低下を加速した要因の 1つとしては，経済体制があ

げられよう。

11) Gomulka, S.〔24〕．

12) 丹羽春喜〔11〕。

13) ibid., p. 118. 

14) ただし，筆者はゴムノレカの成長ノマターンを若干修正したソ連の成長パターンについ

て，のちに述べる。

おわりに

ネッフ。期のソ連の経済学者プレオブラジェンスキーは，ソ連の工業化の手段

として「社会主義的原始蓄積」という概念を想定するo

『（前略）……社会主義的原始蓄積というのは，国営経済全体の外部に存在す

る給源から，おもにあるいは同時に供給される物的資源を国家の手中に蓄

積することをいう。との蓄積は，遅れた農民国においては，きわめて重要

な役割を果たさねばならず，国営経済の技術的，科学的編成が始まり，乙

の国営経済が資本主義に対する純経済的な優越をついに達成する瞬間の到

来を大いに促進する。』1)

（傍点はフ。レオプラジェンスキー）

そして，プレオブラジェンスキーはとの「社会主義的原始蓄積」の源泉を農業
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部門に求めているo

また，渡辺氏は中国の経済システムについて同じような評価をしている。

『（前略〉……人民公社とは，工業化のための資源を確保すべく，農業余剰を

国家に吸引するための制度的機構にほかならなかった。農業余剰の吸引

は，国家が農民から購入する農産物の価格を低位におく一方，国家が農民

に販売する工業製品の価格を高位に据えおくという，いわゆる「鉄状価格

差（シェーレ〉」を固定化する乙とによって実現されたoJl2)

いずれも農業部門を工業部門の資本蓄積源として捉え， CPE体制はそれを

促進するものであると捉えている。農業部門を資本蓄積源と見なし，そとから

の資本の移動による近代部門の拡大による経済発展を「外延的発展」と呼ぶ乙

とができるならば，丹羽氏が指摘するようにのとれはソ連経済研究者の「常

識Jとなっている心。そして， 丹羽氏の指摘するように，ゴムノレカのいうソ連

経済の成長ノマターンにはとの視点が欠けているきらいはあるヘ

しかしゴムノレカの注目すべき点は， 「技術」という新たな要因を導入し，ソ

連経済の成長パターンを一種のキャッチアッフ。仮定と考えたととにある。そし

て，乙乙で特に注目したい点の 1つは，ソ連の対外的な関係についてである。

先ほど見たように，これまでの研究ではもっぱらソ連園内の問題として，ソ

連の経済成長が扱われてきたように思われる。乙れにはもちろん，ソ連と西側

との貿易がそれほど大きくないというととが背景としてあるだろう。とれに対

してゴムノレカは， FG-diffusionという貿易関係を含まない対外関係の概念を

想定するととで，西側先進国とソ連との関係を「先発国一後発国」の関係とし

て捉え，それによってソ連経済の「外延的発展」を説明している。

もう 1つの注目すべき点は，すでに 3節で述べたように，「CPE体制はイノ

ベーションを促進しない」というととを利用して，「外延的発展」から「内包

的発展」への移行が， CPE体制のもとでは不可能であるととを述べた点にあ

る。

先にみた従来の「外延的発展」のパターンは，農業部門からの資本移動によ

る工業化のパターンであった。乙れに従えば，農業部門から工業部門へ移動で

きるほどの資本が存在しなくなると，工業部門は成長しなくなる。乙れは，ソ
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図3 中匿の経済成長率の推移
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1950 55 60 65 70 75 80 85年

経済 一五時期二五時期経済 三五時期四五時期五五時期六五待期七五時期
復興期 （大躍進）調整期 （文化大革命）

注〕実質国民所得の成長率

（資料〉「中国統計年鑑1985.i，『1989』

（出所〕南亮進口OJp.11 

表 2 北朝鮮の国民所得と工業の年平均成長率（実質） （単位：%）

第 l次 第l次7ヵ年 6ヵ年 縦貫

5ヵ年 計画
計画

計画
く3ヵ年延長〉

の年

北 公 1957-
1961 70年 1971ー
(1961 64年）

表 60年 (1965-70年〉 76年 1977年

朝 値 国民所得 20.9 10.0 14.2§ 

工業総生産額 36.6 14.4 11.5 16.5 

生 産財 37.8 12.8 14.8 17.3 

鮮
消費財 35.0 16.9 7.0 15.7 

推｛直
工業総生産額 29.2 12.2 10.9 10.2※ 

生産財 33.0 13.2 11.9 9.9※ 

消費財 17.0 7.8 4.8 12.5※ 

注） §・ 1971～1974の成長率，※： 1971～1975の成長率，一．不明

（資料）公表徳・『朝鮮中央年鑑』各年版など

第2次 調整

7ヵ年 の年
計画
1978 1985ー

84年 86年

8.8 
11.9 

11.9 
11.2 

推計値後藤富士男『北都鮮の鉱工業 生産指数の推計とその分析一一』

1981 国際関係共同研究所

（出所）後藤富士男［ 4] p. 110 

第3次
7ヵ年
計画
（目標〕
1987 
93年

(7.9) 

(9.6) 

(9 6〕
(8.8) 
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連・東欧以外の中国・北朝鮮など， まだ工業部門がそれほど大きくない CPE 

における経済発展を考えると， きわめて重要な要因であるように思われる。

しかし， JVイスなどの開発経済学による主張に従うと6），工業化の初期段階

でほ農業部門からの資本移動が必要であるがぺ近代部門が次第に拡大するよ

うになると，近代部門内部での拡大再生産ができるようになるはずである。

ソ連の場合， ζの近代部門内部での拡大再生産の構造ができないでいるとこ

ろに停滞の原因があるのではないかと筆者は考える。 そして， この構造ができ

ない原因をゴムlレカは「CPEという経済体制」に求めたのではないだろうか。

そこで， 「農業部門からの資本移動」 という視点をゴムJレカの発展パターン

に取り入れたソ連経済の成長パターンを描くと図4のようになるだろう。

この発展ノマターンから，現在のソ連における経済改革について評価すること

ができる。これについては吉井氏も指摘しているが8シソ連が市場経済へ移行

図 4 ソ連の経済成長パターン

1960年代まで

近代部門

伝統部門

1970年代以降

近代部門

• CPE体制下での非効率性

・資本の移転の停止

伝統部門

一一”一”一”一...先進国

FG diffusion 

ー・．，技術の波及

～～資本の移転

一近代部門の拡大

－国際的な技術の均衡状態
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図5 市場経済化による「帽子状の関係Jの左方へのシフト

α技術草新率
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。 G干 GT 相対的技術ギャップ

（出所〉吉井昌彦［16]p. 115 

し，それによってイノベーションをもっと効率的にできるようになると，技術

の均衡状態が崩れくつまり「帽子状の関係」が左方へ、ンフトし〕，技術ギャッ

プを利用した経済発展が再び可能となるだろう。

注

l) プレオブラジェンスキー E.A.〔13〕pp.113～1140

2〕 渡辺利夫〔15〕p.770

3) 丹羽春喜〔11〕。

4) とれは， CPE の研究者にとって常識であるかもしれない。例えば，ハンガリーに

ついては，平泉公雄〔6〕を参照。

5〕 もっとも，国内での資本移動をまったく考えていないわけではない。 Gomulka,S. 

〔25〕を参照。

6〕 Lewis,W. A.〔28〕．

7〕 もちろん，労働力の移動も重要である。

8) 吉井昌彦〔16〕。
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